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となる。
αりは、ｊ財１単位を生産するのに要するｉ財の量であり、ｆで外国財、ｄで国内財を表
せば、α〃は、国内財’単位を生産するのに要する外国財の量となる。
労働については、
ノ.１時間当たりの平均労働量(lheaverageamountoflabordonperhour）
し単位当たりの労働必要量（lhepcr-unitlaborrequircment）
A`単位当たりの労働力必要量（thcpcr-unitlabor-powerrequirement）
（b`,b/)労働者の賃金バスケット
としよう。ここで労働laborと労働力labor-powcrが区別されていることに留意しなければ
ならない。１単位の労働力からどれほどの労働を「抽出」できるかは、技術的に決定でき
るのではなく、労使間の力関係に依存する。１単位の生産に必要な労働力は胸であるが、
これは/dを/・で割ったものに等しいという関係が成立している。
ぃ学
為替レートをｅ、国内財の価格(国内通貨表示）ｐｄ、外国財の価格(外国通貨表示)ｐノで
あれば、’単位の外国財を得るためには1/ｐ単位の国内財を輸出しなければならない。
ｐ＝且l2L
pf
国内財で測った剰余Ｓは
Mf-…÷(叩号) IdX●Ｉ
となるので、これを産出１単位当たりにすれば
-１２－
(い÷)(学）且＝１－add￣￣￣ａＩｄＸｐ
である。また機械１単位当たりの剰余は、
(二） (叩筈)(苧)Ｉ{…￣ａｆｄｐ二〔、）｜句〃］一一の【｝
と計算される。ｓは粗利潤率を表している。単純化のために、税引き前の純利潤率と粗利
潤率が等しいと想定すれば、
Ｓ－ＤＳ
－＝￣
ＫＺ
となる。ここでＤは減価償却、Ｋは資本ストック(ａ(net)measureｏｆ'１capitali'stock)。純利
潤への税額、資本ストック当たりの税率をＴ、ｔとおけば、税引き後の純利潤率は
ＲＳ－Ｄ－Ｔ＝s(1-t）ｒ＝￣＝ＫＫ
となっている。したがって、税引き後純利潤率は
F(ニル釉苧(咄号)(洲）
である。
この式から、税引き後純利潤率(Netaflcr-taxprofitrate)の規定因として
(1)投入産出係数(￣）addardld
(2)機械-産出係数(￣）Ｚ。
(3)賃金バスケットｏｒ実質賃金率(－）
(4)労働抽出係数(＋）Ｉ．
(5)交易条件(＋）Ｐ=ePd/p「
(6)設備稼働率(＋）の
(7)税率(－）ｔ
bｄｂｆ
を挙げることができる。項目の横にある(＋)、（－)は利潤率へ対するプラス効果、マイナ
ス効果を示している。たとえば、税率ｔが引き上げられれば、純利潤率は低下する、とい
うように。
－１３－
表６税引き後利潤率とＳＳＡの諸次元3３
Dcterminamofthe
after-taxDrofitｒａｔｅ
PrimaryrelatedDimensionsofthcＳＳＡ
(1,2）
￣
(3)
Input-outputcocfficicnt(-）
Therealwagerate(-）
Capital-laboraccord
capital-citizenaccord
Capital-laboraccord
moderationofinter-capitalistrivalr］
Capital-laboraccord
Pax-Americana
Moderationofinter-capitalistrivalt】
Capital-laboraccord
Pax-Amcricana
Capital-citizenaccord
Moderatio、ofinter-capitalistrevelr
CaDital-citizenaccord
LaborintensitW＋
Thetermsoftradc(+）
(6) Capacityutilization(+）
Profitstaxrate７
[出所］Ｂ=G=Ｗ(1989:113)Tnble2a
利潤率の規定因が、蓄積の社会的構造をなす諸次元とどのように関連しているかを整理す
ると表６のようになる。３４
4．アメリカ資本主義への適用
１９８０年代前半までに確立されたＳＳＡアプローチが、アメリカ資本主義分析にどのよう
に立ち向かっていったのか。１９８０年代に発表された主要著作をたどりながら、ＳＳＡアプ
ローチの「実際」を見ていく。彼らにあっては、経済政策の代替案の提示がひとつの目標
であり、そのためにこそく分析〉があるのだが、代替案については改めて論ずることとし、
本稿では触れずにおく。
4.1Ｂ=Ｇ=Ｗ(1983)Bqyo"ｄｚｌｂｅﾘﾘbstelUz"。
「蓄積の社会的構造」というタームは、索引にない。代わりに戦後コーポレイト・シス
テムが使われているが、ＳＳＡとほぼ同義と考えて良い。以上で整理したＳＳＡの枠組みを
基礎にして７０年代のアメリカ経済を分析しているとは言い難い。３５
「アメリカ経済のごく最近の危機は、供給サイドの危機に根ざしている」「世界経済シ
ステムの中でのアメリカの資本家階級のヘゲモニーの後退と１９６０年代と７０年代初めに労
働者と市民によって担われた資本家の特権に対する力強い異議申し立てによってもたらさ
３３Gordon,ＤａｖｉｄＭ.,Ｔ､EWcisskopf,ａｎｄＳ・Bowles(1989),Tablc2a,２ｂ
汎税引き後の実現利潤率と資本蓄積率との間には、
資本家の貯蓄率×税引き後利潤率=資本蓄積率十財政支出超過率+輸出超過率
というマクロ的関係が成立する。Ｃｆ置塩信雄(1980〃.168
35Gordon(1198)pp､122-23.によれば、Bowles、Wcisskopfとのこの研究に関する協働は、１９８０年４月に始
まっている。
－１４－
れた」３６と主張される。
彼らの分析は「力関係」に焦点を当てたものであり、「企業支配力維持コストーモデル(the
costsofcorporatepowermodel)」と呼ばれる。第二次大戦後に成立した新しい制度的構造
が「戦後コーポレート・システム(thepostwarcorporatesystem)」であるが、これは私的支
配力の三つの主要な支柱に依存している。
戦後構造ｌ:パックス・アメリカーナ
戦後構造２:資本と労働との限定的な暗黙の合意
戦後構造３:資本と市民の合意
詳細は省略するが、これらが戦後２０年間の繁栄を促したのであるが、やがて内部分解し
ていった。主要な三つの構造の動態を反映する指標「交易条件、失業コスト、原材料の相
対費用指数」の動きが、１９６０年代半ば以降の法人利潤率の低下を説明する。要するに「戦
後コーポレート・システムが資本にとって有効に機能したのは、そのいくつかの制度的支
配関係が有効に挑戦されない限りでのことであった。アメリカ国内と国外の双方で、人々
がこれらの支配力関係に異議申し立てを始めるやいなや、企業は、これまでますます慣れ
てきた利潤率の上昇をもはや享受できなくなった｣。３フ
４．２Ｂ=Ｇ=Ｗ(1986）伽PowerandProfits11
BowlesetaL(1983,Chap､4)では戦後ＳＳＡがアメリカ合州国の資本家的力の三つの主要な
支柱に依存していたと主張された。それぞれの支柱は、ある－組の制度化された権力関係
を含意しており、それによってアメリカ合州国企業は第二次大戦直後に潜在的挑戦者に対
して支配力を行使することができた。ＳＳＡアプローチは、社会的制度・社会的対立が蓄
積過程にたいして決定的であることを強調するが、蓄積の規定因である利潤率の数量的分
析を回避してきた。この溝を埋めたのが、この８６年の論文である。３８
利潤はたんなる稀少な生産要素に対する支払いなどではなく、資本家階級の他の経済主
体に行使する力をもって純生産物から控除するものである｡国内の資本家と労働者の関係、
国際市場での関係、資本家と国家の関係~どれをとっても、純粋な市場交換ではない。
つまり、利潤は労働者、外国の購買・購入者、政府との取引において資本家が「勝ち取っ
た戦利品」と考えた方がいいのである。
すでに３．２で「利潤率の規定因」を検討してあるが、これらがBGyo"ｄｒｈｅ恥sreﾉα"‘で
明らかにされた資本家的力を支える三つの支柱とどのように関連しているかが吟味され、
表７のような結果を得る。
厳密な計量分析の結果、次の結論を導かれる。
「1959-66年間から1966-73年間への収益性低下の主な原因は、労働合意の浸食一
とりわけ失業コストの低下である。対照的に、1966-73年間から1973-79年間では、
稼働率変数とアメリカ合州国資本の国際的力の衰弱化が利潤率低下を引き起こした。
３６Ｂ=G=Ｗ(1983)訳ｐｐ・iv-M
37B=G=Ｗ(1983)訳pp98-99．
〕８「戦後アメリカ経済の法人利潤率(CorporatcProfilability)」の推移については、Ｂ=Ｇ=Ｗ(1986)Fig」ｐ､136
を参照。
－１５－
概して、戦後の権力関係の構造がアメリカ合州国経済の法人利潤率の上昇とそれに続
く低下に大きな影響を与えた｡」ｊ，
そしてこの計量分析の結果は、先の歴史的・制度的分析と整合していることが確認される。
表７資本家的力の諸次元と利潤率の規定因
DimensionsofIheSSA
Labo「accord
ＤｅにrminantsofProfitRate
WagebundIe
extractionoflaborfromlaborpower
capacityutilization
Tbrmsoftrade
shareofimports
Tnxrate
choiceoftechnolo且ｖ
PaxAmericana
Citizenaccord
４．３Ｇ=Ｗ=Ｂ(1988）'１Ｐｏｗｅ町AccumuIationandCriSis'１
経済成長のペースが資本蓄積率に規定され、資本蓄積それ自体は資本家的収益性の水準
と安定性に条件付けられているというマルクス的視角が確認された。しかし階級、資本制
的生産様式といった一般的な制度的概念のうえにヨリ歴史的-ヨリ国ごとに特徴的な制度
概念を構築することの必要性が説かれ、それが「蓄積の社会的構造」概念であることが強
調されると言う前項までに取り上げた議論が繰り返される。
個々の企業にとって外的環境を形成する－組の制度は「蓄積の社会的構造」と呼ばれて
いる。資本蓄積がおこなわれるためにその構造が安定的でなければならない制度、たとえ
ば、労使関係の状態、金融梢造の安定性、が挙げられる。ただし、この論文で注目してお
くべき変更点がある。ここで彼らは、戦後ＳＳＡがアメリカ合州国の資本家的力の四つの
主要な支柱、すなわち
(1)資本と労働の合意(Capital-laboraccord）
(2)パクス・アメリカーナ(PaxAme｢icana）
(3)資本と市民との合意(Capital-citizenaccord）
(4)資本家間の対立関係の緩和(Themoderationofinter-capitalistrivalry）
に依存していると、主張する。いままでの「三つの支柱」論から「四つの支柱」論へと修
正されているわけである。
「私たちの今までの研究では、ここで『資本家間競争の緩和』と名付けた側面を無視
してきた。本論文では、今までの定式化の不正確さをただすためにこれを導入した。
そして次のことをはっきりさせておきたい。これら四つの特定の制度的側面は具体的
には戦後アメリカ合州国に『のみ』適用されると考えており、いかなる時期のいかな
る蓄積の社会的構造もこの四つの特定の制度配置によって特徴づけられるという一般
]，Ｂ=G=Ｗ(1986)ppl54-55．
‐１６－
的な議論を展開しているわけではない｡」４０
こうした枠組みの「修正」にともなって、ＳＳＡの変化、ＳＳＡと利潤率の規定因との関連
は次表のように内容が「修正」されることになる。
表８戦後ＳＳＡの確立と瓦解
[出所］Ｂ=G=Ｗ(1988)Tnblel,p､5１
表９戦後ＳＳＡと利潤率の構成要素
[出所］Ｂ=G=Ｗ(1988)Tnble2,P5２
４．４Ｂ=Ｇ=Ｗ（1989）!'BusinessAscendancyamdEconomiclmpassei04l
基本的にはＳＳＡアプローチにもとづいたアメリカ経済分析がおこなわれているが、１９８０
年代後半まで分析期間が拡張され、８０年代が「企業優位」と特徴づけられる。４２
因みにここでは、「こうした権力関係は経済の制度的環境に基礎づけられる。利潤創出
過程での対立する利害およびそれに密接に結びついている蓄積・成長過程を規制する制度
ＪＯＢ=Ｇ=Ｗ(1988）注７，Ｐ57.
41本論文は、ほぼＢ=Ｇ=Ｗ(1990)の第Ⅲ部「右派経済学の崩壊(Dcbaclc)」として取り入れられている。
４２戦後アメリカ経済が四期に－好況(1948-66)、好況の制度的柵造の瓦解(1966-73)、政治的．経済的手
詰まり(1973-79)、企業の優位(1979-87）－区分される。Ｃｆ.Ｂ=G=Ｗ(1989”108.
－１７－
局面 資本と労働の合意 パクス．
アメリカーナ
資本と市民の
合意
資本家間競争の
緩和
好況
1948-1966
失業コスト上昇
労働者の抵抗が弱
まる
アメリカ合州国の
軍事力が支配的
交易条件の改善
政府が蓄積を支持
利潤が主要
国家の優位
大企業が国内・海
外競争から隔離さ
れる
浸食
1966-1973
失業コスト低下
労働者の抵抗が拡
大
軍事力への疑問
交易条件は安定的
に維持
市民運動が確立 外国との競争、国
内の合併が企業へ
影響を及ぼし始め
る
手詰まり
1973-1979
停滞する経済が労
使間の行き詰まり
を作り出す
OPEC、ドル安の結
果交易条件が急速
に悪化
市民運動が企業へ
の新たな足椥にな
る ｡
外国・国内企業と
の競争が激化する
DimensionsoftheSSA DeterminantsofProfitRate
LaborAccord Realwagerate
laborintensitｙ
capacityutilization
ＰａｘＡｍｅ｢icana T℃rｍｓｏｆｔｒａｄｅ
profittaxrate
CilizenAccord Input-outputcoefficient
pTofittaxrate
capacityutilization
CapitalistRivalry Realwagcrate
ＩＣ｢ｍｓｏｆＩｒａｄｅ
capacityutilization
的構造を『蓄積の社会的構造』と定義」４３されている。四つの支柱論44にもとづいて、税
引き後利潤率の実証が試みられ、「すべての権力変数の係数は、期待通りの符号をもち、
すべて１％水準で統計的に有意である。この方程式の説明力のほとんどは、私たちの資本
家的力の７つの尺度に依っている」と結論される。７つの尺度とは、表１０に掲げられて
いる失業コストをはじめとする指標である。この推計式の一つの含意は次の点にある。も
し資本の力を他の利潤率要因にマイナスの影響を与えずに改善できれば、利潤率を引き上
げることはできる。しかし権力行使(wieldingpowcr)にはコストがかかる。つまり権力行使
を強化すれば、生産水準を引き下げてしまう。ここに保守派経済学のディレンマがある。
表１０ＳＳＡの諸次元と関連する資本家的力の量的指標
DimensionsoftheSSA Associatedindicatorsof
capitalistpowcr
Costofjobloss
lndexofworkerresislance
Tradepower
lndexofgovcmmentregulation
Capital1staxshare
lmportpenetration
Productmarkclti2htness
Capital-laboraccord
PaxAmcricana
Capital-cilizcnaccor。
Moderationofinter-capitalistrivalry
[出所］Ｂ=G=Ｗ(1989)THble2bpll3
この論文で興味深いのは、「マクロ経済の社会的構造モデル(asocialstructuralmodclof
macroeconomicperfOrmance)」が数学的に定式化され、図解されていることであろう。
所与の制度的環境のもとで実行可能な資本家的力Ｐと稼働率ｕの関係が
/(P,皿)＝0
と与えられ、これが「資本家的カフロンテイアcapitalistpowerfronticr」と呼ばれる。Ｐは
いうまでもなくペクトルであるが、ここでは便宜上それを集計したスカラー値のように扱
う。フロンティアのシフトは、資本家的力の上昇/低下を示すことになる。このフロンテ
ィアが右下がりになるのは、なぜか。例えば、資本家力の一つとして失業コストを取り上
げよう。失業コストは予想される失業継続期間と正の相関があるが、後者は稼働率と負の
相関をもつ。稼働率が上昇(低下)すれば、失業コストは低下(上昇)する。要するにフロン
ティアは右下がりになる。
つぎに等利潤率曲線は、ｚを外生変数とすれば、
｢＝｢(P,脚,z）
4ｺＢ=Ｇ=Ｗ(1989)ｐ､112.$IWCdcfincthcinstitulionalstructureswhich｢cgulalcboththcconflictingintcrcstsinthe
p｢ofit-makingproccssandthccloscIyassociatcdprocessofaccumulationandgrowthasthesocialsIructurcof
accummlation.Ⅷ
“「戦後アメリカ合州国の蓄積の社会的樹造を、資本家階級の力に影響を与える四つの制度的諸関係に
よって特徴づける。」（P､114）
－１８－
と示されるが、同一の利潤率をもたらす資本家的力Ｐと稼働率ｕの関係である。資本家
的力フロンティア上を稼働率が低い水準から次第に高くしていくと皿,moxまでは利潤率は
上昇するが、それを超えると利潤率は低下することになる。この稼働率と利潤率の関係を
図示したのが図１ｂである。投資関数は、
ｋ＝ｋ(r,〃,z）
と定式化される。４５資本蓄積率ｋは、利潤率ｒ、稼働率ｋの増加関数、実質利子率ｉの減
少関数である。実質利子率を所与として、同一水準の資本蓄積率をもたらす利潤率と稼働
率の組み合わせを示すのが、等投資''１１線である。利潤率と同様に、資本蓄積率も稼働率が
HAmaxのときに最大となる。蓄積率は、皿Amaxまでは稼働率の増加関数であり、それを超え
ると減少関数になる。
以上の三式からなる体系が「社会的構造モデル」であるが、未知数がＲｕ,r,i,ｋの五つ存
在する。モデルを「閉じる」ためにはあと二つの関係が必要であるが、Ｂｏｗ,Ｃｓらは、状
態変数(U,i)を外生的に取り扱って議論を進める。４６
このモデルの含意は、稼働率のある範囲内では、収益性と蓄積との間にトレードオフ関
係が成立する、ということである。皿,maxと皿lmaxの間では、蓄積が進んでいっても利潤率
は上昇せずに低下してしまう。資本家の観点から見れば、「過剰蓄積」になっている。
以上の結論として「1960年代中葉のブームの終焉は、二つの関連する『原因』をもっ
ていると言える。資本家的力を低下させるＳＳＡ制度の浸食、これが収益性を低下させた。
そして経済が『過剰蓄積』をおこなったことである｡」４７。
４ｓ投資関数の定式化にかんする詳細な検討は、Ｇ=Ｗ=B(1994)を参照。とくに第３節の資本家的力と投資
関数の誘導型。
４６Ｂ=G=Ｗ(1989叩.121,注18.
47Ｂ=Ｇ=Ｗ(1989叩.127-28.
－１９－
図１資本家的力フロンティアと利潤率・蓄積率の決定4８
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48Ｂ=G=Ｗ(1989〃119Fig.２を引用。
－２０－
4.5Gordon(1989）'lWhatMakesEpochs？Ⅱ
長波の説明法として、技術説と社会構造説(SSA理論、レギュラシオン理論)の二つがあ
るが、両者を理論的・実証的に比較したのが本論文である。両者の考え方は、純理論レベ
ルでそのマクロ経済的論理、因果関係を数学的にモデル化できる、また両者は補完的関係
にあって、統合することも可能である。技術革新のペース、資本家的力と言った指標も事
実と適合的であるが、計量経済学的に比較するときに両者の説明力に若干の差がうまれる
という結論が導かれている。４，
ＳＳＡ理論の概要は、Ｂ=G=Ｗ（1986）ⅢPowerandProfitsm、Ｂ=G=Ｗ（1989）’'Business
AscendancyandEconomiclmpassemにもとづいて説明されているので、とりたてて注目すべ
き点があるわけではない。ここでは、資本家的力の指標が７つではなく、８つに増えてい
る。
表１１ＳＳＡの諸次元と関連する資本家的力の指標
[出所］Gordon(1989)pp284-85
またＢ=G=Ｗ(1989)の陰伏的モデルとは異なって、生産性関数、投資関数に具体的な関数
形が想定されている。詳論は避けるが参考のためにモデルだけを示しておく。
9=AAarejv wherer=L/LP
r＝r(Ｐ,①,x）
I=[け．'ﾓｽ､)/joAJ]の．A‘
ここで、記号は
４，Gordon(1991）「長波(longswing)に関する文献で繰り返し取り上げられる解決が難しいテーマは、長波
の上昇・下降の要因かが内生的か外生的かという論点である。本論文は、最初にこの内生・外生論争(EED：
Endogcncity/ExogcncityDCbaに)を概観する。そして現在唱えられている様々な説をこの論争の中で位置
づけたい。ついで、蓄積の社会的楢造(SSA)アプローチが長波の内生・外生に関する論点に対してもっ
ている含意を、他の考え方と対比させながら、明らかにする。最後に、この論争に対して独立的に貢献
するために、以下の諸点を示唆する計量経済学的なさまざまな結果を提示する。ＳＳＡアプローチが強調
する制度的権力と対立の関係が、（a)アメリカ合州国における最近の長波の上昇、下降にとって外生的で
あった、（b)最近のネオ・シュンペータリアンの文献で強調される技術革新過程にとっても同様に外生的
であった。」
－２１‐
DimensionsoftheSSA AssociatedindicatorsofcapitalisｔｐｏｗＣｒ
Capital-labor Costofjobloss
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PaxAmericana ＡｍｃａｓｕｒｃｏｆＵ.Ｓ,ｔｒａｄｃｐｏｗｅｒ
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Anindexofproduct-markettightness
ｑ:労働生産性、ｋ:資本・労働比、Ｌ:労働、Ｌｐ:雇用労働者数、Ｐ*:資本家的力の指標、
ｒ:利潤率、の:稼働率、Ｘ:利潤率の外生的規定因、Ｉ:投資、ｒｕ：実現利潤率
ｒｃ:期待利潤率、のe:期待稼働率、ｉｏ:投資の機会費用
を表している。
4.6Bowles-Edwards(1993),Ｕ'８ｄＢ応'｡z"di"gCtZpiraﾉｉｓｍ
１９８０年代初頭ののＳＳＡアプローチの形成、その後のアメリカ資本主義分析を主要な論
考を時代順に取り上げることにより、ＳＳＡアプローチにもとづく実証結果を振り返って
きた。１９９０年代では８０年代のように活発なマクロ経済分析は見られなくなっているよう
に思えるが、「新たなＳＳＡ形成」をめぐる検討がまったくなされていないわけでもない。
節を改めて、この点を展望してみたい。
最後にいままでの議論をまとめる意味も込めながら、Bowles=Edwards，［ﾉ)z`ers､"djlzg
Czpjraﾉis'〃のアメリカ資本主義の諸段階を引用しておきたい。５０
表１Ｚアメリカ資本主義の諸段階
50Bowles=Edwards(1993),p､123.
－２２－
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5.新たなＳＳＡのく形成〉
アメリカ資本主義をＳＳＡアプローチにもとづいて時期区分すれば、１９８０年代ないし９０
年代に第４の段階に位置することになる。換言すれば、いわゆる「ネオ・リベラル・シス
テム」は、新たなＳＳＡと適合的で今後２０～３０年間の上昇局面を主導することになるか。
あるいは、２１世紀初頭に深刻な不況過程が続くことになるのか、といった問題系にどう
答えていけるかが問われている。Ｂ=G=Ｗ(1990,1991)によれば、８０年代における右派経済
学の「企業優位のプログラムは構造的勝利とはならない｣。しかしこの時期に問われるべ
きは、「資本が現存のＳＳＡを再構築できるか」ではなく、「資本が将来にわたった高蓄積・
高利潤を約束する新たなＳＳＡを形成・確立できるか」なのである。５１
戦後アメリカ経済の成長とその瓦解の分析に曲がりなりにも〈成功〉したと評価される
SSAアプローチの真価が改めて問われている。ＳＳＡアプローチと比較されることの多い
レギュラシオン理論も同様の課題を抱えているように思う。５２
５．１新たな要素
蓄積、利潤率、資本家的力、制度環境などの分析用具を用いて第四のＳＳＡを見るとき
に新たに考慮に入れなければならな」要素として何があるのだろうか。
Houston(1992)は、ＳＳＡ理論の基本である「四つの支柱」がどのように変化(内容、形態）
したかを検討し､すでに新たなＳＳＡが形成されており、それは，TheMeanStrcetsEconomyor
Society（「貧民街/場末経済・社会」），と呼びうるものである、と結論する。Houstonに依
って、新たに「形成された」ＳＳＡの特徴を戦後ＳＳＡと比較しながら整理すると次のよう
になる。
(1)Capital-laborAccord：
戦後黄金時代から180度転換して、「支配」のモデルに変化した。労使協調路線が捨
て去られ、資本は以前の「合意」を反古にするのに成功した。
(2)Capital-citizenAccord：
１９７０年代後半のスタグフレーションは、人々が資本寄りの政策を支持するような
誘因になった。新たなＳＳＡの資本-市民関係は、イデオロギー的性格が強く、見かけ
とレトリックに依拠しており、好戦的愛国主義の強化につながっている。ケインズ主
義的安定化政策よりはマネタリズムを支持する、それゆえ国家(政府)の介入への批判
的態度が表面化してくる。
(3)Capital-capitalrelation：
独占的市場環境を維持する政策から、規制緩和・民営化をともなうヨリ競争的環境
づくりへと転換した。勝ち残った資本はヨリ強く、ヨリ効率的になり、また労働者や
市民を利する規制が解かれることで、資本の負担するコストが低減した。資本の一般
的な性格が生産から、第三次産業へ、とくに金融へと重点が移ってきた。
sIHouston(1992)ｐ､60.
,2レギュラシオン理論家たちの最近の分析としては、Aglietta(1998)、Boycr（1999)、Ｐｅｔｉｔ（1999）などが
ある。
－２３－
(4)PaxAmericana／USCapitalvs・lhcRcstoftheWOrld：
選択的自由貿易合意は、新たな国際関係の重要な構成要素である。また再軍備化
と，surgicalimperialism'も新たなＳＳＡのもとでアメリカ外交政策を決定する重要な構
成因となっている。
Houston自身は、以上の特徴付けは、たんなる事実の羅列ではなく、ひとつの統合された
SSA成立を示すものであると述べているが、量的分析も欠いていることもあり、十分に
説得的な議論になり得ていない。
Lippit（1997)は、「新たなＳＳＡの構築がおおよそ１９８０年頃から始まっており、アメリカ
合州国は新たなＳＳＡを榊築している」と主張する立場から、新たなＳＳＡの要素として以
下の諸点を列挙している。
(1)労働に比しての資本の優位
(2)投資にとって望ましい金融制度の変化
(3)規制緩和
(4)リストラクチャリング、ダウンサイジング、リエンジニアリングによって特徴づけ
られる企業の性質における諸制度の変化
(5)小さな政府
(6)国際貿易・投資を促進する国際的合意の高まり
(7)小さな、企業家精神に富んだ会社にとって好ましい資本市場
さらにReich（1997）は、１９９０年代のアメリカ経済のマクロ・パフォーマンスを見れば、
長期にわたる回復ではあるが低い成長率、資本収益率．粗固定資本投資増加率の復活、株
式市場の活況、賃金の停滞、賃金格差の拡大といった諸点を指摘できるが、これらの事実
は、利潤主導成長にもとづく新たなＳＳＡが形成された証と判断できるのだろうか、と問
いながら、質的．制度的変化を改めて強調する。「1990年代後半において、新たなＳＳＡ
が構築される国内的・国際的いずれの面でも資本家的諸制度の質的変化を見過ごしてはな
らない。私たちの歴史的制度的分析を再活性化するためには分析を改善する必要がある」
と述べ、注目すべき質的変化として
(1)企業統治・企業行動の変化と、それに関連した金融制度の変化
(2)労働組織の新しい形態（チーム、従業員参加employceinvolvcment)、労働-経営陣関
係の変化をともなった雇用保障の減少、低賃金労働市場の拡張
(3)連邦政府の新たな中道的役割、それにともない穏健なリベラルと穏健な保守との間
での事実上の権力分割
(4)国際的諸制度のネオ・リベラル的な開放されたリージョナリズム(aneo-liberalopcn
regionalism)への変化
を挙げている。ｓｊＲｅｉｃｈ自身は、新たなＳＳＡ形成に関しては結論を留保し、上述の質的
s3Reich(1997)ｐｐ､7-9.
－２４‐
変化をさらに検討する必要性を指摘することで終わっている。
5.2何が問題か
Ｏ１Ｈａｒａ（2000a，2000c)は、２１世紀初めという歴史的分岐点に立って、ＳＳＡアプローチが
解決しなければならない課題として、
(1)適合的なＳＳＡのための条件は何か
(2)単一経済のＳＳＡを分析可能なのか、あるいは国際的分析が不可欠なのか
(3)短期の景気循環と長期循環との関係はどうなっているのか
(4)ＳＳＡの形成においてどの制度に注目すべきなのか、またそれをどのように識別でき
るのか
(5)ＳＳＡ内部の矛盾が拡大していく過程で、政策は諸制度の性格にどのような影響を与
えうるのか
を挙げている。５４前項で取り上げたHouston，Lippit，Reichらも指摘するように、1980,90
年代に新しい諸制度が成立しつつある。ケインズ的福祉国家に代わる「新自由主義国家｣、
変動相場制、国際的貿易機柵などに特徴づけられる国際体制、規制緩和された金融システ
ム、柔軟な生産体制・ネオテーラリズムなどで形作られつつあるネオ・リベラルな社会構
造が、はたして「新たなＳＳＡ」と成りうるのか。言い換えれば、長期にわたる好況、高
蓄積・高利潤を実現する安定的な社会梢造足りうるのか。
Lippitは、やや肯定的な見解を示しているが、否定的な論者も多い。たとえば、WOlfSon
(1994)は、適合的な(suitable)なＳＳＡであるための必要条件として、（a)諸制度が社会経済的
安定性に資すること、（b)諸制度が階級間、階級内部の対立を解決すること、（c)諸制度か
長期の収益性を拡大すること、を挙げる”が、ネオ・リベラルな構造がこれらの条件を満
足できているだろうか。ＫＯに（2001)もＳＳＡを急速かつ安定的蓄積を促進する一群の制度
と理解する限り、持続的成長が実現できているとは言えない現在時点では、「新たなネオ・
リベラルＳＳＡ」が形成されたと主張できない、としている。５６
５４０，Hara(2000a)pp5-6・
ssWolfSon(1994ｍp､133-34．
s6Kotz(2001)ｐ９７．
-２５－
結び
ＳＳＡアプローチの理論的可能性をく再考〉することを課題と設定し、最近時までの理
論の発展過程を検証してきた。現実分析の『メガネ』として、どれほど有効か、を￣っの
判断基準に選ぶならば、アメリカ合州国を対象に彫啄されてきた理論が、たとえば、日本
経済に適用可能か否かが問われる。ゴードンらの共同研究に比するだけのＳＳＡアプロー
チに基づいた日本経済分析はおこなわれていない。５７彼らは、Se8me"１２‘wbrkp982）の日
本語版への序文において「われわれの分析から出てきた結果がそのまま日本の状況に適用
されるべきではなく、われわれの主張に正しく即するならば、適用されるべきなのはわれ
われの研究方法なのである」５８と述べているが、実証研究の蓄積がほとんど存在しない現
状では、適用可能性の正否を判断するのは難しい。そして、この点は「新たなＳＳＡが形
成されているか否か」が問われている現在、『メガネ』としての完成度が改めて問われる
ことにも繋がっている。とりわけ、グローバリゼイションとの関連で生起してくる問題を
どのように取り込むかである。戦後の黄金時代をもたらした制度環境に相当する、あらた
な国家、資本-労働関係などが創出できるか。福祉国家にかわるネオ・リベラル国家が、
労使の「妥協/合意」を取り付けながら、高蓄積を実現できる諸政策を立案できるのだろ
うか。〈安定的な蓄積の実現〉をＳＳＡ形成の必要要件とするとき、現在のグローバルな競
争が不可避の状況下で、ＳＳＡを新たにく形成〉するのはそもそも不可能なのではないか、
との疑問が呈されるだろう。
ＳＳＡアプローチを「生かす」方向を採るにしても、片づけねばならない問題はまだま
だ多いように思われる。本稿では、マクロ分析を中心に焦点を当てて、ＳＳＡの理論枠組
みを展望してきた。ＳＳＡとレギュラシオンの共同研究"、レギュラシオン理論のマクロ分
析との比較、ラディカルの権力のミクロ分析とマクロ分析との関係など、取り上げねばな
らない課題も多く残されている。
S7Lippit(1998)も試論の域をでるものではない。
5B植村．磯谷・海老塚の共同研究は、ラデイカルズにたいするひとつの「呼応」の形と言えるであろう。
たとえば、，costofjobloss，概念を日本の状況に合わせて、「制度化された失業コスト」（pl68)と改良す
るという努力.
，，Bowles=BoycT(1188,1990a,1990b,1995)。
-２６－
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